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１ 会社概要
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会社名 株式会社ドリーム・アーツ

設   立 1996年12月

所在地 東京本社 東京都渋谷区恵比寿4-20-3 恵比寿ガーデンプレイスタワー29F

広島本社 広島県広島市中区大手町1-2-1 おりづるタワー6F

        那覇オフィス 沖縄県那覇市前島3-25-1 泊ふ頭旅客ターミナルビルディング2F

        石垣オフィス 沖縄県石垣市字登野城9-4 ICT文化ホール4F

グループ会社 夢創信息（大連）有限公司 大連市軟件園東路23号 15＃楼302-B1

代表者 山本孝昭

従業員数 260名（連結：2022年12月末）

事業内容 大企業向けSaaSプロダクト（ノーコード開発ツール「SmartDB®」、

     社内ポータル構築ツール「InsuiteX®」、チェーンストア向け情報共有

     ツール「Shopらん®」）および特定顧客向け開発運用一体型クラウド

     サービス「DCR（DX Custom Resolution）」の提供

会社概要

東京・広島２本社体制 沖縄那覇・石垣、中国大連にも拠点を設置し人材採用における優位性を確保
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注）ノーコード開発ツールとは、プログラミングの知識やスキルを持たない非IT人材でもアプリケーションの開発を可能にするツールのこと。
プログラミング言語によるソースコードを、パーツとしてビジュアル化し、欲しいパーツを直感的に配置していくことでアプリケーションの開発が可能。



経営メンバー

代表取締役社長

山本 孝昭

広島修道大学を卒業後、株式会社アシスト、インテルジャパン株式
会社（現・インテル株式会社）を経て、1996年12月に株式会社ド
リーム・アーツを設立。

取締役 専務執行役員

牧山 公彦

経営管理本部長
1992年、慶応義塾大学経済学部を卒業後、住友信託銀行株式会社
（現・三井住友信託銀行株式会社）に入社。2000年3月にドリー
ム・アーツ入社。2000年6月、取締役に就任。

取締役 常務執行役員

吉村 厚司

社長室長
1987年、大阪大学大学院理学専攻科（前期課程）を修了後、野村コ
ンピュータシステム株式会社（現・株式会社野村総合研究所）に入
社。インターネット事業部長、新プロジェクト推進室長などを経
て、2006年2月にドリーム・アーツ入社。2022年3月、現職に就
任。
（人事、広報、知的所有権、デザイン、社内情報システム、ファシリティマネジメント、
コーポレートブランディング、社長秘書業務管掌）

社外取締役

遠藤 功

株式会社シナ・コーポレーション 代表取締役
早稲田大学商学部卒業。米国ボストンカレッジ経営学修（MBA）。
三菱電機、複数の外資系戦略コンサルティング会社を経て、現職。
2020年6月末にローランド・ベルガー会長を退任。2015年3月、現
職に就任。

社外取締役

金山 藍子

三浦法律事務所 弁護士
東京大学法学部卒業後、2005年弁護士登録。
2010年から国土交通省勤務。その後、Google合同会社公共政策部
を経て、2022年3月、現職に就任。

社外取締役

岩尾 俊兵

慶応義塾大学准教授
慶應義塾大学商学部卒業、東京大学大学院経済学研究科マネジメン
ト専攻博士課程修了、東京大学博士（経営学）第一号、明治学院大
学経済学部、東京大学大学院情報理工学系研究科等を経て、2022年
3月、現職に就任。

取締役 執行役員

前川 賢治

CWO（Chief WAO！Officer）

広島修道大学卒業後、大型汎用コンピュータ向けソフトウェア製品
の輸入商社である株式会社アシストに入社。1996年ドリーム・アー
ツ設立に参画し、初代CTOを経て現職に就任。顧客を驚かすような
製品・サービスを世に出し続けていこうとするシンボリックな役職
を担う。（サービス＆プロダクト開発本部、CTサービス本部管掌）

取締役 執行役員

石田 健亮

CTO（Chief Technology Officer）

1998年、東京大学工学部機械情報工学科卒業。東京大学大学院在学
中の2000年4月にドリーム・アーツに入社。製品開発部長、新規事
業推進室長、「Shopらん®」事業部長を経て、2015年1月、現職に
就任。
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ミッション

ICT（情報通信技術）は今この時もあらゆる場所へ活用範囲を広げ、その用途や役割を変化させ続けています。影響力や重要性も高まるな
か、ICTになにを求めるかを今一度考えることが重要です。ICTに仕事を奪われるのではなく、生みだされた時間でいかに「協創」を生み
だすか。これこそがドリーム・アーツが考える、ICT本来の役割です。ICTだけではできない、人間だけではできない。ドリーム・アーツは
そんな難題の解決を、ICTと「協創」でお手伝いします。

ミッション

スローガン

創業以来、「Arts of Communication」をスローガンに掲げてきましたが、「協創」こそが我々ドリーム・アーツ自身の存在意義であると再定義
しました。人間がもつ知性の根源的・根本的な活動であるコミュニケーションから生みだされる「協創」を、自らが究め続けてまいります。
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バリュー
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BD：Big Donuts
当社が価値提供するターゲットエリアを

“BD : Big Donuts”と呼称・定義

・DXの核心エリア

・戦略投資エリア

・急拡大中のエリア

ビジョン：BD（ビッグドーナツ）市場のリーディングカンパニーを目指す
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注）BD（ビッグ・ドーナツ）は当社グループの造語です。「ビッグ」は当社グ
ループがターゲットとする従業員1,000名以上の大企業約4,000社を指します。
「ドーナツ」は、企業内システムに対する比喩であり、ERPなどのミッション
クリティカルな基幹系システムを取り囲むように配置されている現場部門向けの
システム領域を指します。

大企業がDXを推進するためには、土台となる基盤システムを刷新するととも
に、BD領域のデジタル化が必須となります。BD領域は、DX推進における核心
的なエリアであり、予算配分の見直しが進み、投資の急拡大が見込まれるエリア
となっております。



コーポレートビジョン：BD（Big Donuts）市場のリーディングカンパニーを目指す

・2002年以降エンタープライズ（大企業）市場に特化

・ERP等ミッションクリティカルシステム周辺の現場部門向けシステム領域（BIG Donuts領域）に特化

当社のターゲット顧客

大企業

約4,000社

（約1,500万人）

従業員

1,000名以上

従業員

300－999名

中堅企業

約13,000社

（約675万人）

従業員

300名以下

“BIG DONUTS”
BIG      ＝大企業
Donuts＝ERP（1）など基幹系の周辺

（ビジネスフロントシステム）

DXの核心エリア 戦略投資エリア 急拡大エリア

当社のターゲット市場

Legal
SaaS

CRM

Customer Support
SaaS

ERP
ミッション

クリティカル
システム

Add-On
Plug-In

Vertical
SaaS

MA
SaaS

ノーコード/ローコード

開発基盤 SaaS

社内ポータル構築

SaaS

経費精算
SaaS

請求書管理
SaaS

契約・法務
SaaS

顧客管理
SaaS

Invoice
SaaS

Expense
SaaS

マーケティン
グオートメー
ションSaaS

ビジネスイン
テリジェンス

SaaS

BI
SaaS

機能拡張・連
携モジュール

業種特化型
SaaS

注）周辺システムは一例であり多くの種類のSaaSが存在する

（1）ERPとは、Enterprise Resource Planning （企業資源計画）の略。企業の持つ資金や人材、設備、資材、情報など様々な資源を統合的に管理・配分し、業務の効率化や経営の全体最適を目指す手
法。また、そのために導入・利用される業務横断型の業務ソフトウェアパッケージを指す。企業経営の中核をなすため基幹系システムと呼ばれることもある。「会計業務」「人事業務」「生産業務」
「物流業務」などのコンポーネントに分かれていることが多い。 9



３ サービスラインナップと導入実績
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・大企業向けクラウドサービスを中心に複数の収益源を確立

・非競争領域（1）の業務デジタル化から競争領域（1）の個別要件に基づくサービスまで幅広いエリアをカバー

個別クラウドサービスバーティカルSaaS（3）ホリゾンタルSaaS（2）

主要サービス

DCR
（DX Custom Resolution）

活用支援 クラウド基盤移行 他システム連携 新規開発・改修 構築・導入コンサルティング
プロフェッショナル

サービス

（1）競争領域、非競争領域：自社ビジネスの競争優位性につながる顧客との関係制を強化するための領域を競争領域、自社ビジネスの競争優位性に繋がらない社内業務などの各社に共通する領域を非競争領域という。
（2）ホリゾンタルSaaS ：業界を問わず特定の部門や機能に特化したSaaSのこと。企業組織に共通する業務課題を解決するために利用される。
（3）バーティカルSaaS ：特定の業界に特化したSaaSのこと。業界特有の業務課題を解決するために利用される。 11

大企業向け
ノーコード開発ツール

大企業向け
社内ポータル構築ツール

チェーンストア特化型
情報共有ツール

特定顧客向け
クラウド開発運用サービス



各社の戦略要件を満たす開発・運用一体型サービス

サブスクリプション型のクラウドサービスとして、継
続的な機能拡張とシステム運用保守を一体的に提供
し、競争優位を獲得する。

特定業界の課題解決に特化したバーティカルSaaS

ベストプラクティス（最良のノウハウ）の共有を進め
ることで、業務オペレーション上の競争優位を獲得す
る。

業界・業種を問わないホリゾンタルSaaS

直接的に自社ビジネスの競争優位性に繋がらない、各
社に共通する社内業務などの非競争領域を担う。業務
デジタル化による効率化や情報の共有、DX推進の基
盤となるシステムの整備が主たる目的。

クラウドサービスのラインナップ

非競争/汎用領域

競争/個別領域

BD DCR
DX Custom Resolution

非競争/汎用領域

競争/個別領域
12

ビッグドーナツ



ホリゾンタルSaaS

デジタルの民主化

市民開発者（シチズンディベロッパー）の創出

製品コンセプト

主力製品・成長ドライバー

業務デジタル化領域で顧客基盤を拡充
顧客との関係性を深め「協創パートナー」の地位を確立

成長戦略における位置づけ

13

※ITreviewのユーザー評価にて

ワークフロー ローコード開発文書管理

Webデータベース・ノンプログラミング開発

4 部門で最高位「リーダー」同時認定

プログラミングの専門知識がなくても直感的な操作で業務アプリケーションを開発することができる「ノーコード開発ツール」



ホリゾンタルSaaS

意識共有

単なる情報共有から意識レベルで
経営ビジョンを共有する

製品コンセプト

主力製品の付加価値向上

顧客との関係性を深め
「協創パートナー」の地位を確立

成長戦略における位置づけ

経営ビジョンの浸透、組織エンゲージメントの強化、企業カルチャーの刷新といった経営課題を解決する社内ポータル構築基盤
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バーティカルSaaS

Best Practice as a Service

チェーンストアにおける最良の業務ノウハウを
顧客とともに協創する

製品コンセプト

収益の多角化

業種特化型新サービスを立ち上げる際の先行事例

成長戦略における位置づけ

出典：㈱富士経済「2022年版次世代ストア＆リ
テールテック市場の現状と将来展望」

（2021年・販売金額・メーカーシェア・店舗タ
スク管理システム）

本部店舗間の情報共有、業務指示の徹底、現場情報の収集などチェーンストア特有の業務オペレーションを強力にサポート
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特定顧客向けクラウドサービス

競争領域での協創サービス

DX領域で特定顧客向けに提供する
開発・運用一体化サービス

サービスコンセプト

新たな市場ニーズの探索

顧客の戦略的要件に基づく開発を通じて
新たな市場ニーズを獲得する

成長戦略における位置づけ

DCR
（DX Custom Resolution）

特定顧客の戦略要件を満たすシステムの継続的な開発と運用を、クラウド上で一体的に提供するカスタムメイドサービス

導入事例：CATV業界フィールドセールス向けクラウドシステム

16



実績が示すBD全体をカバーする広範なマーケット

金融、サービス、製造、流通、運輸、放送、政府・自治体…あらゆる業種業態へ

DCR
DX Custom 
Resolution17



３ 環境認識と市場規模
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環境認識

・国内のIT産業は、受託開発中心、IT人材の偏在、IT人材不足など構造的な課題を抱えている

・大企業のDX推進において、レガシーシステム（1）化した基盤システム（2）が足かせとなっている

「企業がビジネス環境の激しい変化に対し、データとデジタル技術を活用

して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変

革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変

革し、競争上の優位性を確立すること」

DX推進の土台となる基盤システムが過剰なカスタマイズ等で複雑化している

１ 基盤システムのブラックボックス化
データを活用しきれず環境変化に対応できない

２ IT予算の９割が基盤システムの保守
新たなビジネスモデルに対応するシステム開発ができない

３ 保守人材不足によるリスクの高まり
システムトラブルやデータ滅失の危険性が高い

DX（デジタルトランスフォーメーション）で目指すべき姿

大企業ITシステムの問題

１ 受託開発中心のビジネスモデル

開発費用が労働量に対する対価のため、生産性を向上すると稼働が
減り、ITベンダの売上が下がるジレンマ

２ IT人材の偏在

IT人材がユーザー企業ではなくITベンダに偏在しており、社内システ
ムの開発・運用・保守をITベンダに依存している

３ IT人材の不足

そもそもDXを支えるIT人材が圧倒的に不足している

産業構造上の問題

73.6％ 約45万人

2030年のIT人材不足数2020年のIT人材のベンダ偏在割合

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX白
書2023」

出典：みずほ情報総研株式会社「IT人材需給に
関する調査」平成30年

出典：経済産業省「DXレポート～ITシステム「2025年の崖」の克服とDXの本格的な展開～ 平成30年

出典：経済産業省「DX推進指標」とそのガイダンス 令和元年

19
（1）レガシーシステム：技術面の老朽化、システムの肥大化・複雑化、ブラックボックス化等の問題があり、その結果として経営・事業戦略上の足かせ、高コスト楮王の原因となっているシステムのこと。
（2）基盤システム：ERPなどの基幹システムを指し、DXを推進するうえで土台となるシステムのこと。



環境認識

・DX推進には土台となる基盤システムの刷新、業務プロセスのデジタル化が必須

・非競争領域の効率化を追求するとともに、環境変化に柔軟かつ迅速に対応できる業務システムを構築する必要がある

ビジネスモデル

製品・サービスの
デジタル化

業務デジタル化

基盤システム
レガシーシステム刷新
マイクロサービス化

クラウド・SaaSの活用

デジタル製品

業務関連データの
デジタル化

デジタイゼー
ション

製品へのデジタル
サービス付加

業務・製造プロセ
スのデジタル化

デジタライゼー
ション

ビジネスモデルの
デジタル化

製品を基礎とする
デジタルサービス

顧客・取引先との
業務プロセスのデ

ジタル化

DXに対応する
柔軟で迅速な基盤

デジタルトランス
フォーメーション

DX推進にはプロセスが重要

先ずはDX推進土台となる基盤システム（レガシーシステ
ム）の刷新と、基盤システムに密接に結びついている業
務のデジタル化を行うことが必要

業務デジタル化のポイント

• 競争力を生まない領域のシステムコストを削減
• 業務プロセスを見直し再設計
• マイクロサービス化によるレガシーシステムとの切り

離し
• IT人材（デジタル化推進）の確保
• 変化に対応するビジネスフロントシステムの実現
• ベンダー依存度の低減
• 小規模で試行錯誤を繰り返すことのできる環境の整備

非競争領域
SoR（System of 

Record）

競争領域
SoE（System of 

Engagement）

DXフレームワーク 業務デジタル化のポイント

出典：デジタルトラスフォーメーションの加速に向けた研究会「DXレポート2」令和2年を元に当社にて作成

ノーコード開発ツールのカバーエリア（当社の注力エリア）

20

過度なカスタマイズにより陳腐化（レガシーシステム化）した基盤システム
の刷新には、基盤システム本体とカスタマイズ部分を切り離し、カスタマイ
ズ部分をサブシステム化してAPI連携するといった構成の変更が有効です。
従来のカスタマイズ部分は、ノーコード開発ツールでサブシステム化するこ
とが可能です。



環境認識

・ノーコード開発基盤は「IT予算配分の適正化」と「IT人材不足の解消」の切り札となる

・デジタルの民主化＝市民開発者の創出により、DX実現に必要な企業文化・風土の醸成が可能となる

ノーコード開発基盤の果たす役割 ノーコード開発基盤がもたらす効果

デジタルの民主化

“市民開発者の創出”

IT部門へ依頼 要件定義 仕様設計 プログラミング テスト動作確認

現場部門による業務アプリ開発

（従来の開発プロセス）

（ノーコード開発）

工数・期間・コストの大幅圧縮

受託開発中心

過大なカスタマイズ

IT人材不足

非効率な予算配分
（レガシーシステム偏重）

アナログ業務プロセス放置

プロダクト中心

豊富な標準機能で
カスタマイズ不要

IT人材の創出

適正な予算配分
（レガシーシステム予算の削減）

業務プロセスのデジタル化

1 スピード＆コスト

2 トライ＆エラー

3 柔軟なプロセス変更

4 運用負荷の軽減

5 文化・風土の改革

従来のシステム開発と異なり、システムを利用する部門・担当者自
らがシステムを開発することができるため、圧倒的な開発スピード
とコスト削減を図ることができる

短期間かつ僅かな工数でシステム開発ができるため、何度でもトラ
イ＆エラーを繰り返すことが可能

ITベンダー、IT部門に依存することなく、システムの変更ができる
ため、環境変化に応じた業務プロセスの変更に、素早く柔軟に対応
することが可能

システムの運用にIT人材を充てる必要がないため、運用負荷を大幅
に削減することが可能

現場の業務部門スタッフが自らシステム開発を行うことで、業務の
デジタル化が他人事から自分事に変わり、企業内のデジタルに対す
るリテラシーが向上する
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当社のターゲットである
大企業の従業員数

1,485万人（5）

（4,161社）

8兆7673億円

対象市場の規模とポテンシャル

1兆891億円

当社が属する市場と関連市場の規模

受託開発市場（1）

（1）総務省情報流通行政局経済産業省大臣官房調査統計グループ「情報通信業基本調査結果2022年3月29日」
（2）㈱富士キメラ総研 ソフトウェアビジネス新市場2022年版（SaaS提供形態ソフトウェア49品目の2022年度見込）
（3）㈱アイ・ティ・アール ローコード/ノーコード開発市場2022
（4）デロイトトーマツミック研究所 ERPフロントソリューション市場の実態と展望2022年度版

国内SaaS市場（2）

ローコード/ノーコード
開発市場（3）

ERPフロントソリュー
ション市場（4）

ローコード/ノー
コード開発市場

875億円

ERPフロント
ソリューション市場

919億円

当社サービスを提供できる市場規模

・システムインテグレーターが受託開発で請負う基盤システム（ERP）のカスタマイズ要件をSmartDBにて代替することが可能

・他社のSaaSが機能不足の場合でも、SmartDBで機能開発を行うことによって代替することが可能

当社サービス価格体系

【ホリゾンタルSaaS】
（SmartDB®/InsuiteX®）

3,564 億円（6）

（5）総務省統計局平成26年経済センサスにおいて常用雇用者規模1,000名以上の企業に所属
する常用雇用者数（海外含む）の合計値

（6）当社クラウドサービスの一人当たり月額利用料を2,000円として試算
22



４ 成長ドライバー SmartDB
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SmartDBの機能

マウス操作だけで誰でも簡単にWebアプリケーションを開発。高度な業務プロセスのデジタル化に必要な機能を網羅。

24
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・ノーコード開発ツールながら受託開発にも引けをとらず、大企業で求められる複雑な要件に対応できる

・学習コストが低く、非IT人材でもスピーディーに開発できるため、市民開発者によるDX推進を実現することができる

SmartDBのポジショニング

ノーコード・ローコードツールのポジショニング

大企業向け

中小企業向け

学習コスト

高い 低い

機
能
的
充
足
度

国産ベンダー
ノーコードツール

外資系ベンダー
ローコードツール

縦軸（ターゲット企業の軸）

大企業の業務プロセスをデジタル化するためには、複雑なワーク
フロー、きめ細かい権限設定、高度なセキュリティ対応など、機
能的充足度が求められる。

一方、中小企業からはシンプルで使いやすいものが求められ、大
企業向け機能は邪魔になることが多い。

横軸（学習コストの軸）

大企業における「デジタルの民主化」（市民開発者によるDX推
進）を実現させるには、操作性に優れ、学習コストが低いツール
が必要となる。

外資系ベンダーの提供するローコードツールは、機能的充足度が
高く複雑な要件にも対応できるが、相対的に学習のハードルが高
く、非IT人材が推進する市民開発の実現は難しい。



SmartDBの活用範囲

一般的な業務のデジタル化からMCS（ミッションクリティカルシステム）の周辺領域に至るまで幅広い範囲で活用できる

26

MCS（ミッションクリティカルシステム）
「Mission（任務・使命）」と「Critical（危機的な・重大な）」を掛け合わせた語で、企業や組織の存続に欠かせな
い、業務を遂行するうえで重大なシステムを指す。金融機関の勘定系システム、製造業の生産管理システム、鉄道会社
の運行管理システムなどが挙げられるが、財務会計システム、人事労務システムなどは業種を問わず該当する。

MCSA（ミッションクリティカルシステムエイド）
当社の掲げる「ミッションクリティカル領域のシステムを支える」というコンセプトのこと。Support（サポート）で
はなくAid（エイド）という表現を使用している理由は、Aidという言葉が「困難な状況にある人や組織を実践的に助け
る」という意味を含むためであり、当社の「BD領域の業務デジタル化」に取り組む姿勢を示す。

一般的な業務
（非ミッションクリティカル領域）

部門データベース
部門ワークフロー

人事総務系
申請システムなど

グループ共通
ノーコード開発基盤

全社稟議システム

MCSA Mission Critical System Aid

（ミッションクリティカル周辺領域）

現場基幹業務システム
（商品開発、設計工程管理など）

本社業務周辺システム
（契約管理、予算管理など）

ERPのフロントに位置する
財務会計等の周辺システム

グループ企業の
間接業務集約基盤

（シェアードサービス基盤）

【競合】システムインテグレーター

国内IT産業の課題である多重下請構造や
ウォーターフォール開発による受託開発
型ビジネスの変革を狙う

【競合】国内SaaSベンダーなど

DX推進の土台となる業務プロセスのデジ
タル化を図る。国内SaaSベンダーが競合
となるが、API連携などで組み合わせて活
用することも多い



CLL ワイドQSS CLL コア

部門利用
（部門内データベースなど）

全社利用
（稟議・ワークフローなど）

全社利用
（ERPフロントシステム）

全社利用
（基幹業務のサブシステム）

部門利用
（基幹業務のサブシステム）

グループ全体利用
（シェアードサービスなど）

適用業務の数（バインダーライセンス）

業務の複雑性（オプションライセンス）

ユーザー数
（ユーザーライセンス）

SmartDBのライセンス体系と導入パターン

・顧客が利用する価値に応じて自由に選択できる柔軟性の高いプライシング（ユーザー数・バインダー数をベースとする従量制）

・部門単位での導入により商談期間を短縮し、カスタマーサクセスを通じてアップセルを狙う

導入および拡張利用のパターン

27

CLL コア
（Corporate Level Launch）

全社基盤として導入します。稟議やワークフ
ローなどの一般的な業務から、ERPフロント、
基幹システム周辺領域まで幅広くカバーしま
す。

CLL ワイド
（Corporate Level Launch）

企業クループの開発基盤として導入します。
シェアードサービスなど企業グループの間接業
務集約に利用することができます。

部門単位で導入し、限定した範囲で素早く業
務デジタル化を成功させます。低廉な価格で
導入ハードルを下げることができます。

QSS
（Quick Start ＆ Success）

課金体系

導入パターン

ユーザーライセンス

バインダーライセンス

オプションライセンス

利用ユーザー数に応じて課金

アプリケーションのデータを格納するデータ
ベース数に応じて課金

他社SaaS連携オプション
API利用オプション
タイムスタンプ利用オプション
検証環境利用オプション など
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SmartDBの導入支援サービス

❶

完全自走型

当社の提供する初期オンボーディング

（3か月間）支援のみで市民開発を推進

しシステムの内製化を実現するパターン

❷

伴走協働型

当社の提供する初期オンボーディングに

加え、特定の業務アプリケーション開発

を当社もしくは当社のパートナー企業が

支援するパターン

❸

請負型

ERPフロントシステムなどのアプリケー

ション開発や他システム連携の難易度が

高い場合、当社もしくは当社のパート

ナー企業がプロジェクトとして請負うパ

ターン

・顧客の体制やシステム要件に応じて、導入支援のパターンを選択することができる

・完全自走型でスタートした場合でも、活用度合の進展状況に応じて伴走協創型、請負型を追加的に選択できる



SmartDBの競合優位性

大企業での利用に必要な、権限管理、業務プロ
セス構築における機能的網羅性

プロダクト機能

大企業における稼働実績・運用ノウハウサービス運用

大企業への豊富な導入実績顧客基盤

導入実績に基づく業務デジタル化ノウハウの
蓄積

業務ノウハウ

大企業に特化した営業チーム営業体制

操作トレーニングから事務局支援まで、幅広い
対応が可能なカスタマーサクセスチーム

導入支援体制

現在の競合優位性 競合優位性の強化

・優良な顧客基盤と、大企業向けプロダクトとしての機能的網羅性、強力な営業体制、手厚いサポート体制が強み

・顧客基盤強化のためのコミュニティ形成、継続的な開発投資、利活用支援体制の強化で、さらなる強みを構築する

顧客からのフィードバックに基づく大企業の業務
デジタル化に必要な機能拡張への投資

大企業向け機能の拡張

数万人規模の稼働実績、多様な活用例から得られ
た運用ノウハウに基づく運用効率化への投資

運用効率化への投資

顧客基盤を強固にするため、イベント等を通じた
コミュニティを促進

コミュニティの形成

自社で蓄積したノウハウに加え、顧客が持つ業務
ノウハウを顧客同士で共有しデジタル化を促進

デジタル化ノウハウ共有

複数部署、複数階層へのアプローチや顧客の業務
理解に基づく企画提案など、大企業向け営業に求
められるノウハウに基づく仕組みづくり

営業体制の強化

顧客社内での利用拡大に向け、PLG的アプローチ
を採り入れた仕組みづくり

利活用支援体制の強化
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５ ビジネスモデルの変革と収益モデル
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沿革

独立系ソフトウェアベンダー
（パッケージソフトウェア）

独立系ソフトウェアベンダー
（パッケージソフトウェア）

クラウドサービスベンダー
（Shopらん/SmartDB/InsuiteX）

創業－2008 2014－2017 2018－現在

パッケージソフトウェアの
カスタマイズ開発および
システム構築・導入支援

クラウドサービスの
導入・活用支援

2002年から大企業に特化。2018年にパッケージソフトウェア型からクラウドサービス型へビジネスモデルを転換。

1999年：中小企業向けグループウェア製品
「INSUITE99」の販売を開始

2000年：中小企業向けグループウェア製品
「INSUITE One」の販売を開始

2002年：大企業向け情報ポータルINSUITE 
Enterpriseの販売を開始

2005年：WebデータベースSmartDBを発表
し、INSUITEとのセット販売を開始

2008年：ネクスウェイ社と共同でチェーンスト
ア向けSaaS「店舗matic」の販売を開始

2010年：チェーンストア向けSaaSを「店舗
matic」と自社ブランド「Shopらん」のダブル
ブランドで販売開始。

2019年：DCS（Dreamarts Cloud Service）を
対象としてISMSクラウドセキュリティ認証を
取得

2020年：マイクロソフトジャパンからパート
ナーオブザイヤー（Social Responsibilityア
ワード）を受賞

2021年：SmartDBにダイナミック・ブランチ
機能（特許出願中）を搭載

独立系ソフトウェアベンダー
（パッケージソフトウェア）

2008－2013

クラウドサービスベンダー
（Shopらん）

クラウドサービスベンダー
（Shopらん/SmartDB/InsuiteX）

2012年 本社を東京都渋谷区恵比寿へ移転
2012年 買収によりドリーム・アーツ沖縄を

子会社化

1996年 東京都新宿にて創業
1997年 本社を東京都港区南青山へ移転
2000年 本社を東京都港区北青山へ移転
2001年 広島に研究開発拠点「広島ラボ」開設
2003年 本社を東京都渋谷区広尾へ移転
2007年 中国大連に100％子会社設立

2014年：SmartDBのAPIを公開し、多様なア
プリケーションの開発基盤としての展開を開
始

2017年：INSUITEおよびSmartDBをクラウド
基盤上で提供する「DCS（Dreamarts Cloud 
Service）」の販売を開始

2014年 石垣市にクラウド監視センター設立
2016年 広島本社を開設

2021年 ドリーム・アーツ沖縄を吸収合併
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事業セグメントに含まれる収益の内容

事業セグメント

クラウド事業

オンプレミス事業

プロフェッショナル
サービス事業

ストック収益

月額利用料

パッケージソフトウェアの
メンテナンス料

（SmartDB®/INSUITE®）

該当なし

該当なし

パッケージソフトウェアの
ライセンス料

（SmartDB®/INSUITE®）

クラウド事業およびオンプレミス
事業にかかるシステム開発・改
修、導入支援、各種作業などの労
働集約型業務

スポット収益

・スポット収益には、パッケージソフトウェアのライセンス料と導入支援・開発などの役務提供サービスが含まれています

・ストック収益には、クラウドサービスの月額利用料とパッケージソフトウェアのメンテナンス料が含まれています

DCR
（DX Custom Resolution）

注）オンプレミス事業のパッケージソフトウェア（SmartDBおよびINSUITE）は、2018年12月より新規顧客に対する販売を停止しており、現在は
既存顧客からの追加発注のみに対応しております。



（1）

ビジネスモデルの変革

・全社的なクラウドサービス型への転換に伴い、プロダクト開発投資と、新たな営業体制を構築するための投資を並行して実施

・収益モデルの転換に伴い、一時的な収益減少を最小限に止めつつ、新価格体系に基づく販売戦略を展開

（1）サブスクリプションー「顧客の成功」が収益を生む新時代のビジネスモデル
  ティエン・ツォ著 2018年発行 ダイヤモンド社

フィッシュカーブ 当社が実施した施策

１ 新たなケイパビリティ獲得に向けた体制強化への投資

開発投資

営業関連
投資

・プロダクトの内部構造を整理しクラウド環境へ適合

・営業体制の機能分化

インサイドセールス、カスタマーサクセスチームの立ち上げ

・顧客行動解析などデータ駆動営業に必要なツールの導入

・Webマーケティング、イベントマーケティングの強化

２ 消費量・使用量課金モデルへの移行

販売方針
価格体系

・新規顧客に対するパッケージソフトウェアの販売停止

・大型アドオン開発の抑制

・クラウドサービス価格体系の新設

33

現在

注：当社では2008年からクラウドサービス（バーティカルSaaS：Shopらん）を提供
しておりますが、全社的なクラウドサービスベンダーへの転換は、大企業向けホリゾ
ンタルSaaS（SmartDB、InsuiteX）の本格展開を開始した2018年からとなります。



66.5%

70.8%

75.9%

79.6% 78.9%

35.4%

39.0%

49.0%

58.1%

63.2%

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

ストック売上高比率

クラウド事業売上高比率

985 1,065
1,330

1,706

2,319

864
867

730

632

575

125 69
63

23

23

806 728 589

576

752

2,782 2,732 2,714

2,938

3,670

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

プロフェッショナルサービス事業（スポット）

オンプレミス事業（スポット）

オンプレミス事業（ストック）

クラウド事業（ストック）

69

41

△ 19

△ 77

123

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

売上構成の変化と利益の推移

セグメント別売上高 クラウド事業売上高比率

・2018年以降の3年間は売上横ばいが続いたものの、売上構成をクラウド事業へシフトさせることに成功

・売上計上方式の変更や新たな営業体制への投資により赤字化するも、2022年にはビジネスモデル変革を果たし黒字化

当期純利益の推移

（百万円）

注：オンプレミス事業（スポット）はパッケージソフトウェア
のライセンスを指し、同（ストック）はパッケージソフトウェ
アのメンテナンスを指します。

ス
ト
ッ
ク

注：ストック売上高はクラウド事業売上高とオンプレ事業に含
まれるソフトウェアメンテナンス売上高の合計値です。
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注：上記の当期純利益は単体の数値です。2020年度まで沖縄子会社に
おいて当社グループ外への売上が発生していたことから、ビジネスモ
デル移行の影響を判断するには単体の数値が適するものとして表示し
ております。

（百万円）



収益モデルのイメージ

・オンプレミス事業は、導入時に「ライセンス一括販売」および「構築サービス」を提供するため、初期段階の収益が厚くなる

・クラウド事業は、月額利用料を積み上げていくモデルであり、顧客の利活用が進めば進むほど収益が厚くなる
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オンプレミス事業の収益イメージ

ソフトウェアライセンス一括販売

システム構築・アドオン開発サービス

ソフトウェアメンテナンス料

アドオン改修サービス

オンプレミス事業

プロフェッショナル
サービス事業

クラウド事業（ホリゾンタルSaaS／バーティカルSaaS）の収益イメージ

導入時 １年目 ２年目 ３年目 ４年目

導入支援サービス

基本月額利用料

ユーザー利用料追加

オプション利用料追加

クラウド事業

プロフェッショナル
サービス事業

クラウド事業（DCR）の収益イメージ

導入時 １年目 ２年目 ３年目 ４年目

初期開発サービス

月額利用料

継続開発サービス

クラウド事業

プロフェッショナル
サービス事業

各事業の主なコスト

オンプレミス事業
・パッケージソフトウェア開発・改修
・技術的な問合せへの対応

・外注費等（操作に関する問い合わせ業
務等の支援）

プロフェッショナル
サービス事業

・システム初期開発
・システム初期構築
・アドオン開発・改修

・外注費（システム開発・改修などの技
術支援）

クラウド事業
・クラウドサービスの開発・運用
・初期導入支援
・利活用促進

・外部クラウド基盤利用料（マイクロソ
フトAzure、アマゾンAWSなど）

・外注費等（操作に関する問い合わせ業
務等の支援）

労務費の内容 その他の主な経費

注）オンプレミス事業では、2018年12月にパッケージソフトウェアライセンスの新規販売を中止しており、
導入時のシステム構築・アドオン開発サービスの提供も発生しておりません。現時点では既存顧客からの追加
ライセンスおよびソフトウェアメンテナンス、アドオン改修サービスのみを提供しております。

導入時 １年目 ２年目 ３年目 ４年目
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売上高とセグメント利益の構成比

売上高の構成比 セグメント利益の構成比

・売上高のクラウド事業シフトが順調に進展しており、セグメント利益の構成もクラウド事業主体に移行

・売上高に占める全社費用の割合は20％弱で推移。2022年は全社費用を上回る利益を確保し営業黒字化を達成

売上高に対する全社費用の割合
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18.6% 19.3%

2021年 2022年

2022年 セグメント利益・全社費用・営業利益

注：全社費用は各セグメントに帰属しない間接部門に属する一般管理
費です。



６ 主要KPI
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主要KPI

・中長期的に安定した成長に向け、売上高成長率、売上高総利益率、およびキャッシュフローに影響する前受収益を重視。

・売上高においては、全社に占めるストック売上比率、クラウドサービスの平均月額利用料、売上高維持率を重視。

売上高成長率 24.9％

売上高成長率

注：2021年通期売上高から2022年通期売上高の増加率

ストック比率 78.9％

（うちクラウド比率 63.2％）

ストック売上高比率

注：2022年度の通期売上高におけるストック売上高の割合。ストック
売上高はクラウド事業売上高とオンプレミス事業に含まれるソフト
ウェアメンテナンス売上高を合算して算出。

ARPA 1,535千円

ホリゾンタルSaaS平均月額利用料

注：2023年6月の月額利用料の合計を同時点での利用企業数で
除して算出。ARPA（Average Revenue Per Account）

NRR 125.1 ％

ホリゾンタルSaaS売上継続率（修正）

注：NRR（Net Revenue Retention） 1年前（2022年6月）時点の
利用企業の月額利用料が、1年後（2023年6月）に変化した割合。

前受収益残高 633百万円

（前年比 ＋61.3％）

前受収益残高

注：2022年12月末時点の前受収益残高。クラウド利用料とソフト
ウェアメンテナンス料にかかる前受収益の合算。既に契約・入金済
みでがあるが履行義務を果たしていないため収益として認識してい
ない金額の合計。

売上高総利益率 50.1％

（前年比 ＋4.2％）

売上高総利益率

注：2022年通期の数値
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・アップセルが好調に推移しており、売上成長率48.7％、平均月額利用料1,535千円と高い水準を維持

・ホリゾンタルSaaS売上に占めるSmartDB®の割合は78.8％（※1）（2023年Q2）であり、また売上増加においても大部分を占めている
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ホリゾンタルSaaS売上高

（千円）

注：ホリゾンタルSaaS売上高はSmartDBとINSUITEのクラウドサービス利用料の合計値です。
売上高成長率は、前年同四半期比として算出しております。

注：各四半期の最終月において課金が発生している社数をカウントしています。

注：各四半期の最終月における月額利用料を導入社数で除して算出しています。2020年Q4の
利用料増加は、大規模顧客への導入プロジェクトにおいて一時的に利用確定数よりも多いユー
ザーへのアクセス権を付与したことによるものです。また、2021年Q4の利用料増加は特定の
クラウド移行プロジェクトにおいて、移行作業期間4か月分の利用料を一括計上したことに
よるものです。
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（百万円）

（※1）ホリゾンタルSaaS売上に占めるSmartDB®の割合は、SmartDB®の月額利用料に、SmartDB®とINSUITE®
をセットで利用している契約に基づく月額利用料の50％を加算して算出しております



・売上成長率はコロナ禍の影響を受け鈍化したものの、2022年からは回復基調となっている

・平均月額利用料も2021年に底打ちし、導入規模拡大により増加傾向が続いている
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バーティカルSaaS売上高

注：バーティカルSaaS売上高はShopらんサービス利用料の合計値です。Shopらんの売上高は、当社が直接提供
する「Shopらん®」と株式会社ネクスウェイ経由で提供する「店舗matic®」（「Shopらん®」の別ブランドであ
り同一製品）で構成されています。売上高成長率は、前年同四半期比として算出しております。

注：各四半期の最終月において課金が発生している利用社数をカウントしています。

注：各四半期の最終月における月額利用料を導入社数で除して算出しています。
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（千円）

（百万円）
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７ 成長戦略
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成長戦略

時間

売上高

・主力製品「SmartDB®」を成長ドライバーとして顧客基盤を拡充し、アップセル・クロスセルでオーガニックな成長を図る

・戦略パートナーを拡大し、「SmartDB®」を扱うことのできる人材の創出を通じて成長を加速する

現在
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新サービスの投入

DCRなどで探索した市場ニーズに基づく新サービスを投入

戦略パートナーの拡大

SmartDB®パートナー認定資格制度の構築を通じて人材の創出を図
り、市場開拓を促進する

クロスセルの強化

SmartDB®で関係構築した顧客にInsuiteX®、Shopらん®、DCRを提
案

成長ドライバーSmartDB®の拡販

業務デジタル化領域で顧客基盤を拡充

・部門導入から利活用促進を図り全社展開
・オプションを投入しアップセル
・他社プロダクトとのAPI連携モジュールを投入
・顧客ニーズに則した価格体系の変更

2024 2025 2026



戦略パートナーの拡大

・直販によるオーガニックな成長でキャズムを越えたため、戦略パートナーの拡大によりマジョリティ層への浸透を図る

・戦略パートナーは３レイヤーに分類し、パートナーごとに特色のある付加価値の提供を行う

導入顧客数

クラウドソーシング

クラウドインテグレーター

ソリューションプロバイダー

直販

Innovators
Early

Adaptors
Early

Majority
Late

Majority
Laggards

初期市場 メインストリーム市場

時間
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（※）キャズム理論

The Chasm
（キャズム※）

技術進化の激しい「ハイテク業界」の製品を普
及させるためには、イノベーター、アーリーア
ダプターと称される技術選好者が属する初期市
場と、マジョリティと称される大多数の消費者
が属するメインストリーム市場の間に存在する
深い溝（キャズム）を超える必要がある。

現在

キャズム理論では、実用主義で役立つなら新し
い技術でも取り入れたいと思っている人や企業
をアーリーマジョリティーに分類しておりま
す。
当社では、ノーコード開発ツールを利用して、
全社的に企業システムを刷新する、もしくは業
務デジタル化に取り組む企業をアーリーマジョ
リティとして認識しております。



SmartDBのターゲットと戦略パートナーの拡大

ターゲットの拡大 戦略パートナーの拡大

大企業 取引先海外拠点

グループ企業

中堅企業

・大手企業の社内だけでなく、海外拠点、取引先、グループ会社へ拡大するとともに、中堅企業への展開も視野に入れる

・戦略パートナーの拡大は、SmartDB人材の創出、開発基盤としての利用、業種特化ソリューションの３層に分けて展開する

（コラボレーターオプション）
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パートナー種別

対応する課題

対象

内容

取るべき施策

クラウドソーシング

SmartDB人材の創出

• 市民開発に踏み出すために
人材を提供してほしい

• 市民開発を軌道に乗せるた
めに支援してほしい

• 市民開発したアプリケー
ションをメンテナンスして
ほしい

• 人材派遣業
• クラウドワーカー（個人）

SmartDB導入顧客への
開発支援人材の提供

SmartDB認定資格制度

クラウド
インテグレーター

開発プロジェクト基盤

• ERP刷新プロジェクトにおい
て、カスタマイズ要件をサ
ブシステムに切り出したい

• 受託開発プロジェクトにお
いて、権限管理や承認プロ
セスなどの汎用機能をパー
ツとして利用したい

システムインテグレーター

• 基幹システム刷新プロ
ジェクトのサブシステム

• 受託開発プロジェクトの
基盤

• 戦略パートナー認定資格
制度

• 機能制限対応
• 新価格体系の導入

ソリューション
プロバイダー

業種特化ソリューション
開発

• 製造業、運輸業、サービス
業などの、各業種に特有の
業務プロセスをテンプレー
ト化し、業務デジタル化を
促進するクラウドサービス
を提供したい

• 事業会社
• コンサルティング企業

• 専門業務、基幹業務向け
ソリューションとしてプ
ロダクト化

• 専門業務テンプレートお
よびアドオンモジュール
の開発

• 新価格体系の導入



パートナー開発市民開発

SmartDBの規模別導入パターンとシステム開発領域

SmartDBの規模別導入パターンとシステム開発領域の関係

・部門導入から企業グループ全体での利用に至るまで、幅広い導入パターンに対応可能

・一般的な業務からMCSA（Mission Critical System Aid）領域での利用に至るまで、幅広い業務への適用が可能
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企業グループ導入
CLL ワイド

（Corporate Level Launch Wide）

全社導入
CLL コア

（Corporate Level Launch Core) 

部門導入
QSS

（Quick Start ＆ Success）

一般的な業務
（非ミッションクリティカル領域）

部門DB/WF

人事総務系
申請システムなど

グループ共通
ノーコード開発基盤

部門基幹業務システムなど

契約管理システムなど

ERPフロントシステム

シェアードサービス基盤

MCSA Mission Critical System Aid

（ミッションクリティカル周辺領域）
■市民開発

【社員による内製化】
企業内に内製化を進めるための人的資源があれば、一般
的な業務だけでなく、ミッションクリティカル領域の
デジタル化まで市民開発で進めることが可能。

【クラウドソーシングパートナー】
社内の人的資源が不足している場合は、「クラウドソー
シング」パートナが－がSmartDB人材を供給する。

■パートナー開発

【クラウドインテグレーターパートナー】
主にERPの刷新を担当するシステムインテグレーターが、
カスタマイズ要件を切り出して、ERPのフロント部分を
SmartDBで開発する。

【ソリューションプロバイダーパートナー】
業種・業界特有の業務プロセスやノウハウをテンプレー
ト化しサービスとして提供する。

開発プロジェクト推進の類型
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上場時における調達資金の主な使途

製品開発資金
主力製品SmartDB®の競争優位性を確保するため
の投資資金 150,000 150,000

項目 具体的な使途 2024年12月期 2025年12月期

販売促進費
顧客基盤拡大のために実施するWebマーケティン
グ及びイベントマーケティングに関する費用 150,000 50,000

※残額については広告宣伝費の一部として2025年12期までに充当する予定。また、上記調達資金は具体的な充当時
期までは安全性の高い金融商品等で運用する方針としております。



８ 主なリスクおよび対応策
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経営において認識される主なリスク
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システム・ネットワーク障害に
ついて

当社グループが顧客に提供している各サービスは、クラウドという
特性上、インターネットを経由して行われており、インターネット
に接続するための通信ネットワークやインフラストラクチャーに依
存しております。これらの環境において、自然災害や事故、プログ
ラム不良、不正アクセス、その他何らかの要因により大規模なシス
テム障害が発生した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に
影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは信頼性の高いAmazon 社やMicrosoft社が提供す
るクラウドプラットフォームを利用し各サービスを構築するととも
にバックアップ管理の冗長化やセキュリティ対策の強化を行うな
ど、安定的かつセキュアな運用体制を取っております。また、24
時間365日稼働のクラウド監視センターにて各サービスを常時監視
し、障害発生時には定められた手順に基づき復旧作業を実行する等
の管理運用を行い、障害に強い体制を構築してまいります。

技術革新への対応について

当社グループが予期しない技術革新等によりインターネット環境に
急激な変化があり、技術の進歩に起因するビジネス環境の変化に当
社が適切に対応できない場合や新たな技術要素への投資が必要と
なった場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす
可能性があります。

多様化する顧客ニーズに応えるべく、最新の技術動向や環境変化を
注視し、新たな技術に対応したソフトウェアやサービスの提供がで
きるよう製品開発活動を継続して実施してまいります。

クラウド市場の展望について

当社グループが事業を展開するクラウド市場は急速な成長を続けて
おり、この市場成長傾向は今後も継続するものと見込んでおりま
す。しかしながら、経済情勢や景気動向の変化による企業の情報化
投資の抑制や、新たな法規制の導入、技術革新の停滞等の要因によ
りクラウド市場の成長が鈍化するような場合、当社グループの財政
状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

クラウド市場の動向について継続的に情報収集を行うとともに、複
数のプロダクトおよびサービスの提供および開発を通じて、外部環
境の変動に強いビジネスモデルの構築を推進してまいります。

知的財産の保護および侵害に
ついて

当社グループでは、提供する各種サービスに係る特許権や商標権を
取得しており、第三者からの侵害を受ける可能性があります。ま
た、当社が第三者の知的財産権を侵害する可能性もありますが、第
三者の知的財産の状況を正確に調査・把握することは困難であり、
知的財産権侵害とされた場合、その訴訟の内容及び結果や損害賠償
の金額によっては、当社グループの財政状態及び経営成績や企業と
しての社会的信用に影響を及ぼす可能性があります。

当社自身の知的財産権の保護に努めるとともに、当社グループの役
職員による第三者の知的財産権の侵害が発生しないよう、啓蒙活動
及び社内管理体制の強化に取り組んでまいります。また当社が提供
する各種サービスが第三者の知的財産権を侵害していないか外部の
専門家と連携し可能な範囲で調査を実施してまいります。

リスク 内容 対応策

個人情報・秘密情報の管理に
ついて

取引先企業の個人情報や秘密情報等の情報資産については、コン
ピュータウイルスへの感染やサイバー攻撃等の不正な手段による外
部アクセス、役職員及び外部委託先の過誤、自然災害の発生等によ
り外部に流出する可能性があります。これらに起因する損害賠償請
求や訴訟が提起された場合、当社グループの財政状態及び経営成績
や企業としての社会的信用に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、情報セキュリティマネジメントシステム(ISMS)
及び個人情報保護マネジメントシステム(PMS)の第三者認証を受け
るとともに、情報セキュリティに関する規程の策定や役職員に対す
る定期的な教育の実施、コンピュータ等の情報機器やネットワーク
等の情報通信設備に対するセキュリティ管理の徹底、外部委託先と
の秘密保持契約の締結等を行い、当社グループからの情報漏洩を未
然に防ぐ措置を講じてまいります。

中

中

中

中

顕在化の
可能性

中

大

大

大

大

影響度

大

注）詳細については、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部「第一部企業情報 第2事業の状況 2事業等のリスク」に記載しております。
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CASE STUDY 大和ハウス工業 株式会社

18,000名の人事関連業務を3ヶ月でデジタル化
人事部員が SmartDB® でノーコード開発

導入前の課題・背景

- すべての申請書類の入力情報を目視でチェック

- 複雑な条件に応じた承認ルートを人が判断

- 出社しないと申請や承認、人事部での処理ができない

導入後の効果・メリット

- 入力規則・アラート、転載機能で作業負担軽減

- 属性や入力情報に応じた承認ルートの自動判別

- リモートワークで業務遂行可能に

- 承認までのリードタイムが大幅に短縮

- 自律的な業務改善、効率化に取り組む人事組織に
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CASE STUDY ヤフー株式会社

高度な標準機能と拡張性が採用の決め手に

契約管理業務のデジタル化に SmartDB® を導入

〜あるべき姿を現場ユーザー目線で再構築〜

変化に対応できる持続可能な契約管理システムへ刷新
ヤフーではこれまで契約管理には、自社開発のスクラッチシステムを利用していま

した。 しかし、経営環境の変化などによりシステムにおいても柔軟な対応が求めら

れるなか、システム改修のたびに多大なコストや時間を要する状態に。 また改修を

続けて複雑化したシステムは、そもそも改修すること自体が難しい、外部システム

との連携ができない、などの課題も発生していました。

契約管理業務の“あるべき姿”を現場ユーザー目線で整理し、持続可能な業務システ

ムとして再構築するため、SmartDB®の導入を決めました。

契約ライフサイクル管理に特化したシステムや汎用型データベースツールなどを比

較・検討。 その結果、SmartDB®が契約管理業務など、自社の業務に応じた柔軟な

画面設計や文書管理が実現できることはもちろん、社内外の環境変化を素早くシス

テムに反映できるという点が評価され採用に至りました。 また、ほかのシステムと

も柔軟なAPI連携が可能であり、ヤフーが利用している電子契約サービス

「DocuSign」とも連携することで、契約管理業務全体がシームレスにつながる点

も評価されました。
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CASE STUDY THK株式会社

数百万件にのぼる製品情報を SmartDB® で一元管理

〜散在するオンプレミスシステムをクラウドノーコード開発基盤に統合〜



53

システムのあり方を見直し、新たなワークスタイルへと変革
「Notes/Domino」を20年以上利用しており、2,000件ものデータベース（DB）が存

在していました。オフィス以外からの情報共有が困難であることや、情報検索がしに

くい、スマホなど利用環境に合った表示ができず閲覧しにくいなどの課題があり、多

様な働き方を実現する情報システムの整備が求められていました。

そこで、「会社の仕事は全部ここから」できるシステムを構想。ポータルやワークフ

ロー、Webデータベースなどを全体的に見直し、「InsuiteX」および「SmartDB」の

導入に至りました。また、同時にMicrosoft 365の導入を決め、ドリーム・アーツ製品

の豊富な連携機能を活用することで、Notesから脱却し、現代にあわせたワークスタ

イルへの変革を目指します。 

3,000名のワークスタイル変革を推進

Notesからドリーム・アーツ製品へ移行

CASE STUDY 太平洋セメント株式会社

情報共有の最適化により組織のパフォーマンス向上を目指す
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CASE STUDY 株式会社 すかいらーくホールディングス

店舗の状況にあわせて
迅速かつ効果的なサポートを実現

顧客満足度と従業員満足度の両輪を支えるIT化戦略

導入前の課題・背景

導入後の効果・メリット

- フォーマット化や画像の活用によって、店舗に「伝わる」通達になった
- タスクが自動で整理されるため、店舗の情報整理が不要になった
- クルーが主体となって店舗運営に参画しやすくなった
- 各店舗の状況を本部・ASVがリアルタイムに把握できるようになった
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CASE STUDY 日本調剤 株式会社

「Shopらん」選定理由と今後の期待

「Shopらん」導入を決定するにあたり、次のような効果が期待できることを評価いた
だきました。

本部・エリアマネージャー
- 実施状況がダッシュボードで可視化される
- タスク未実施の店舗だけに再通知が可能に
- 店舗からの報告の自動集計で、取りまとめ作業が不要に

店舗
- 本部からの業務指示が自動的にわかりやすく整理される
- 自店の取り組みを自由に発信できる場がある
- 他店舗での施策や売場写真を参考にできる

また、「Shopらん」の活用は、業務効率化だけに留まらず、売上が好調な優良店舗の
施策を吸い上げ、全国の店舗へ共有できるようになることでスタッフの自律的な取り組
みの促進につながることも期待されています。
日本調剤では「Shopらん」導入により目指す効果として、店舗責任者の情報処理時間
と本部での集計作業時間を削減し、薬局スタッフがこれまで以上に患者さまと向き合う
時間を創出することを掲げています。

DX戦略を掲げる日本調剤、全685店舗に Shopらん® 導入

〜店舗での情報処理時間、本部での集計作業時間の削減へ〜

←店舗に必要な情報が
自動で整理される
トップページ

←本部が担当店舗の
進捗を管理する
ダッシュボード
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・本資料は情報提供のみを目的として作成しており、当社の有価証券の販売の勧誘や購入に勧誘を目的としたものではありません。

・本資料は一般に公開されている第三者の統計情報等を前提として作成しております。当社はこれらの情報の正確性、完全性、適切性を検証しておらず、何ら保証
するものではありません。

・本資料には、将来の方針や見通しに関する記述が含まれております。これらの方針や見通しに関する記述は、本資料の日付時点の情報に基づいて作成しておりますが、
多様なリスクや不確実性が含まれており、将来の業績や結果の達成を保証するものではありません。

 ・当資料のアップデートは、通期決算発表と併せて毎年2月に行う予定です。
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